
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 369,254,272   固定負債 177,558,572

    有形固定資産 352,512,369     地方債等 124,505,580

      事業用資産 114,243,856     長期未払金 -

        土地 27,461,184     退職手当引当金 13,709,955

        立木竹 123,954     損失補償等引当金 -

        建物 171,901,364     その他 39,343,037

        建物減価償却累計額 △ 91,678,074   流動負債 18,015,503

        工作物 22,569,288     １年内償還予定地方債 12,558,398

        工作物減価償却累計額 △ 17,388,978     未払金 2,992,452

        船舶 -     未払費用 29,919

        船舶減価償却累計額 -     前受金 4,202

        浮標等 -     前受収益 955

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,202,181

        航空機 -     預り金 1,105,783

        航空機減価償却累計額 -     その他 121,613

        その他 - 負債合計 195,574,076

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 1,255,119   固定資産等形成分 377,797,127

      インフラ資産 227,760,325   余剰分（不足分） △ 175,655,781

        土地 10,345,992   他団体出資等分 158,982

        建物 19,473,156

        建物減価償却累計額 △ 9,364,226

        工作物 446,131,588

        工作物減価償却累計額 △ 249,793,394

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 10,967,210

      物品 30,647,066

      物品減価償却累計額 △ 20,138,878

    無形固定資産 997,330

      ソフトウェア 363,641

      その他 633,690

    投資その他の資産 15,744,573

      投資及び出資金 2,364,414

        有価証券 102,384

        出資金 2,262,030

        その他 -

      長期延滞債権 1,149,521

      長期貸付金 232,096

      基金 12,136,147

        減債基金 -

        その他 12,136,147

      その他 19,160

      徴収不能引当金 △ 156,766

  流動資産 28,620,131

    現金預金 13,610,450

    未収金 3,500,781

    短期貸付金 8,169

    基金 8,534,686

      財政調整基金 4,469,195

      減債基金 4,065,491

    棚卸資産 3,116,418

    その他 5,995

    徴収不能引当金 △ 156,367

  繰延資産 - 純資産合計 202,300,328

資産合計 397,874,404 負債及び純資産合計 397,874,404

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

100,974,762

    資産売却益 40,953

    その他 7,786

純行政コスト

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 1,051

  臨時利益 48,739

  臨時損失 92,893

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 91,841

    使用料及び手数料 17,886,296

    その他 4,829,348

純経常行政コスト 100,930,609

      社会保障給付 8,969,864

      その他 343,319

  経常収益 22,715,644

        その他 1,592,981

    移転費用 62,498,832

      補助金等 53,185,648

      その他の業務費用 3,130,605

        支払利息 1,324,610

        徴収不能引当金繰入額 213,014

        維持補修費 1,419,299

        減価償却費 14,944,778

        その他 275,908

        その他 3,081,020

      物件費等 39,049,396

        物件費 22,409,410

        職員給与費 13,248,187

        賞与等引当金繰入額 1,196,632

        退職手当引当金繰入額 1,441,582

  経常費用 123,646,252

    業務費用 61,147,421

      人件費 18,967,420

連結行政コスト計算書
自　平成31年　4月　1日
至　令和　2年　3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 213,030,683 376,457,892 △ 163,600,238 173,029

  純行政コスト（△） △ 100,974,762 △ 100,820,626 △ 154,137

  財源 100,971,008 100,823,893 147,115

    税収等 62,099,286 62,099,286 -

    国県等補助金 38,871,722 38,724,607 147,115

  本年度差額 △ 3,755 3,267 △ 7,022

  固定資産等の変動（内部変動） 1,175,238 △ 1,175,238

    有形固定資産等の増加 16,901,583 △ 16,901,583

    有形固定資産等の減少 △ 15,018,390 15,018,390

    貸付金・基金等の増加 1,249,702 △ 1,249,702

    貸付金・基金等の減少 △ 1,957,657 1,957,657

  資産評価差額 △ 14,688 △ 14,688

  無償所管換等 31,170 31,170

  他団体出資等分の増加 - △ 2,873 2,873

  他団体出資等分の減少 - 9,898 △ 9,898

  比例連結割合変更に伴う差額 △ 12,411 △ 5,264 △ 7,147 -

  その他 △ 10,730,671 152,780 △ 10,883,451

  本年度純資産変動額 △ 10,730,355 1,339,235 △ 12,055,543 △ 14,047

本年度末純資産残高 202,300,328 377,797,127 △ 175,655,781 158,982

連結純資産変動計算書
自　平成31年　4月　1日
至　令和　2年　3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 772,021

本年度歳計外現金増減額 324,240

本年度末歳計外現金残高 1,096,261

本年度末現金預金残高 13,610,450

財務活動収支 △ 577,516

本年度資金収支額 △ 1,749,069

前年度末資金残高 14,270,435

本年度末資金残高 12,514,189

比例連結割合変更に伴う差額 △ 7,178

    地方債等償還支出 14,977,263

    その他の支出 99,765

  財務活動収入 14,499,512

    地方債等発行収入 14,499,512

    その他の収入 -

    資産売却収入 112,774

    その他の収入 54,357

投資活動収支 △ 11,091,976

【財務活動収支】

  財務活動支出 15,077,029

    その他の支出 3,010

  投資活動収入 8,305,347

    国県等補助金収入 4,972,821

    基金取崩収入 1,841,267

    貸付金元金回収収入 1,324,127

  投資活動支出 19,397,322

    公共施設等整備費支出 16,857,519

    基金積立金支出 1,204,462

    投資及び出資金支出 7,020

    貸付金支出 1,325,311

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 4,191

  臨時収入 285,129

業務活動収支 9,920,423

【投資活動収支】

    税収等収入 60,449,906

    国県等補助金収入 34,733,534

    使用料及び手数料収入 18,088,516

    その他の収入 4,088,652

  臨時支出 4,191

    移転費用支出 62,553,515

      補助金等支出 53,185,648

      社会保障給付支出 8,969,864

      その他の支出 398,003

  業務収入 117,360,608

    業務費用支出 45,167,609

      人件費支出 18,688,514

      物件費等支出 23,491,768

      支払利息支出 1,430,111

      その他の支出 1,557,216

連結資金収支計算書
自　平成31年　4月　1日
至　令和　2年　3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 107,721,124
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連結財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの・・・・・・再調達原価 

  ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

  取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 

  取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産・・・・・・原則として取得原価 

  ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

  なお、一部の連結対象団体（会計）においては、原則、取得原価としています。 

 

（２） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

                             （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

                             （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

（３） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 販売用土地・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による低価法 

② 貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・先入先出法による原価法 

（一部の連結対象団体（会計）においては、最終仕入原価法） 

③ 商品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 
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（４） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物（建物付属設備を含む） 2年～50年 

工作物 4年～60年 

物品 2年～20年 

     

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法 

（ソフトウェアについては、本市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっていま

す。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及

びリース契約１件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きま

す。） 

・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

    ただし、一部の連結対象団体（会計）では、平成 27 年 4 月 1 日以降の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用し

ています。 

 

（５） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

    未収金及び長期延滞債権については、過年度における平均不納欠損率により、徴収不能見込

額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）では、個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計

上しています。 

    貸付金については、個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象会計では、公営企業の会計基準変更時における要引当金の差異の

15年にわたる均等費用処理額を調整しています。 

③ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額（連結対象団体に対する額は除き

ます）を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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（６） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額

が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

ただし、一部の連結対象会計では、所有権移転外ファイナンス・リース取引（リース期間が１年

以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）に

ついて、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７） 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅

少なもので、流動性の高い投資をいいます。ただし、本市の一般会計及び特別会計においては、本

市の資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。) 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

 

（８） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、一部の連結対象団体（会計）では、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な後発事象 

該当ありません。 

 

 

３ 偶発債務 

（１） 係争中の訴訟等 

 当該財務書類公表時点で、損害賠償等の請求を受けている係争中の訴訟はありません。 
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４ 追加情報 

（１） 連結財務書類における連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 

（事業勘定） 
公営事業会計 - - 

国民健康保険特別会計 

（直営診療施設勘定） 
公営事業会計 - - 

後期高齢者医療保険特別会計 公営事業会計 - - 

介護保険特別会計 公営事業会計 - - 

宅地造成事業会計 公営企業会計（法非適） - - 

病院事業会計 公営企業会計（法適） 全部連結 - 

水道事業会計 公営企業会計（法適） 全部連結 - 

下水道事業会計 公営企業会計（法適） 全部連結 - 

庄内広域行政組合 

（一般会計） 

一部事務組合・広域連合 比例連結 

 46.39% 

庄内広域行政組合 

（青果市場事業特別会計） 
 48.56% 

庄内広域行政組合 

（庄内食肉流通センター事業 

特別会計） 

 47.50% 

山形県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 比例連結  0.00% 

山形県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結  11.58% 

山形県消防補償等組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 12.46% 

山形県自治会館管理組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 12.96% 

（一財）鶴岡市開発公社 第三セクター等 全部連結 - 

（公財）庄内地域産業振興センター 第三セクター等 全部連結 - 

（公財）出羽庄内国際交流財団 第三セクター等 全部連結 - 

（公財）藤島文化スポーツ事業団 第三セクター等 全部連結 - 

ふじの里振興㈱ 第三セクター等 全部連結 - 

㈱ゆぽか 第三セクター等 全部連結 - 

（一社）月山畜産振興公社 第三セクター等 全部連結 - 

㈱くしびきふるさと振興公社 第三セクター等 全部連結 - 

㈱月山あさひ振興公社 第三セクター等 全部連結 - 

㈱クアポリス温海 第三セクター等 全部連結 - 

㈱鶴岡地区クリーン公社 第三セクター等 全部連結 - 

（一社）DEGAM鶴岡ツーリズムビューロー 第三セクター等 全部連結 - 
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連結の方法は、次のとおりです。 

① 公営事業会計及び公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としてい

ます。 

③ 第三セクター等は、出資割合等が50%を超える団体（出資割合等が50%以下であっても、本市が

業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象とし

ています。 

 

（２） 出納整理期間 

   地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

   なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理

期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

（３） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（４） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

本市において売却予定とした公共資産 

イ 内訳 

事業用資産 112,289千円 （85,324千円）  

土地 112,289千円 （85,324千円）  

建物 - 千円 （ - 千円）  

 

     2020年 3月 31日時点における売却可能価額を記載しています。 

     売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によってい

ます。 

     上記の括弧内には、貸借対照表における簿価を記載しています。 

 


